
1．はじめに

　筆者は，アメリカにおける直接原価計算の発
展と普及に大きく貢献した人物として，創始
者の一人である Jonathan Harris，体系的な啓
蒙書を出版したWilmer Wright，そして啓蒙
的な論文を多数著したRaymond Marple の 3
人があげられると考える．わが国においても，
1950 年代から 60 年代にかけて著された直接原
価計算の論文には，Marple の所説を取り上げ
たものが数多くある．また，Marple の所説を
中心に書かれた論文もある1）．筆者も，かつて
Marple の所説を中心に論文を著したことがあ
る（高橋，1997）．
　直接原価計算におけるMarple の主張でもっ
とも有名なのは，1956 年の論文で提唱された
未来原価節約説である2）．これは，会計理論の
側面から直接原価計算の外部報告への適用の合
理性を訴えた初めての議論であり，その後の外
部報告論争における直接原価計算支持者の理論
的なよりどころとなったものである3）．Marple
の未来原価節約説については，わが国において
も，岡本（2000）で取り上げられていることか
ら，原価計算・管理会計を学習した者には広く
知られているものである．
  このように，Marple は直接原価計算の発展
に貢献した論者として有名であるが，彼の直接
原価計算論全体を俯瞰した研究は皆無である．
後に述べるが，彼は 1つの歴史観を持って直接
原価計算論を展開し，その普及に努めている．

その損益計算構造は，現代でも十分通用するも
のである．また，彼の所説には，財管一致の考
え方など現代的に注目すべき論点が含まれてい
る．
　そこで本稿では，Marple の直接原価計算論
の全貌を明らかにし，現代の会計システム構築
のヒントを探ることにする．まず，Marple の
思考のバックグラウンドとなっている経歴と歴
史観を検討する．次に，損益計算書の変遷にみ
る原価・利益についての考え方を検討する．そ
して，外部報告への適用に関する所説を検討す
ることで，Marple の会計システム観を明らか
にする．

2．Marple の人物像とその歴史観

2. 1　Marple の経歴
　Marple（1963b）およびMarple（1967）の
著者紹介によると，Marple はアイオワ州立大
学を卒業し，修士号をイリノイ大学で，博士号
をコロンビア大学で取得している．CPAでも
ある．
　NAAから 1964 年に刊行されたMarple の論
文集に，Clinton Bennett が序文を寄せている．
そのなかで，Bennett は次のように述べてい
る．
　「Marple と初めて会ったのは 1934 年のこと
である．それ以来幸運にも私は長年にわたり彼
とはプロフェッショナルとしての多くの活動を
密接に行ってきた．教育と研究における彼の経
験，そして幅広いビジネスから専門職にいたる
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までの会計との関わりを通じた彼の経験，それ
に加え，CPAや Ph.D として受けた本質的な
トレーニングなどは，確かに彼をその重要な
仕事にふさわしいものとしている．」（Marple, 
1964b）．
　この記述から分かるように，Marple は Ph.D
を持った理論家という面と，CPAの資格を
持った実務家という面を併せ持った人物であ
る．
　NAA（National Association of Accountants）
と の 関 わ り で は，1934 年 か ら Educational 
Services Director を務めており，1945 年から
はAssistant Secretary を務めている．これら
の職は，1964 年に退いている．NAAからは，
1959 年に Lybrand Award という賞を受賞し
ている．
　Wright（1962）によれば，当時としては画
期的・刺激的 な内容であったHarris の 1936
年の論文「我々は先月いくら儲けたか？」を
NACA Bulletin へ掲載することを認めたのが
Marple であったという（Wright, 1962, p. 6）．
その後，1940 年代後半から 1950 年代にかけて
NA（C）Aの刊行物に直接原価計算の論文が
多いのは，Marple が NAAの役員をしていた
ことと無関係ではあるまい．
　また，1965 年には，直接原価計算の論文集
を編纂し NAA から刊行している．そこには，
NA（C）Aの機関誌で公表された 30 本の論文

（う ち 1本はNAA のリサーチ・レポート 23
番）と，自ら書き下ろした直接原価計算の歴史
についての論文 1本が掲載されている4）．いず
れも直接原価計算の生成と発展に大きな役割を
果たした論文である．この論文集の刊行は，直
接原価計算の啓蒙に大いに貢献したに違いな
い．

2. 2　Marple の歴史観
（1）Marple の原価計算史観と直接原価計算
　Marple（1955）によれば，原価データの利
用に関しては，歴史的には三つの段階がある．

①原価発見（cost finding）②原価統制（cost 
control）③原価分析と原価計画（cost analyses 
and projection）である．この考え方は，後に
Marple（1963a）でも取り上げられているよう
に，Marple の原価計算史の基本的なスタンス
である．
　初期段階では，原価会計は原価発見に限定さ
れていた．財務諸表作成目的のため，過去の原
価を製品に割り当てるという製品原価の計算が
中心であった．原価発見は会計担当者の仕事の
うちで重要な部分を占めていた．なぜならば，
それは原価分析と原価計画の活動の基礎となっ
ていたからである．全部原価計算は，この原価
発見のために発展してきたものであるとしてい
る（Marple, 1955, pp. 430─432）．
　次の段階では，会計士たちは，Taylor らに
よって提唱された標準原価計算を使用し始め
た．同じ時代に，企業では予算にも注目した．
この二つのツールは，原価発見機能に原価統制
の機能を加えるために，工業会計に統合された．
この発達により，もはや原価会計は，財務会計
の付属物ではなくなった．原価統制活動におい
ては，原価計算担当者は，財務管理よりも業務
管理により近い関連を持った機能を必要として
いた（Marple, 1955, pp. 430─431）．
　次の段階は原価分析と原価計画である．これ
に必要な手法は，会計担当者が原価統制の分野
で行っていた仕事と関連してでてきた．この
仕事によって，コストビヘイビアーへの理解
や，原価を固定費と変動費に分類する能力，損
益分岐表の作成や損益分岐分析の経験が与えら
れた．これらの会計技法のノウハウの集積の中
から，直接原価計算が，まったく新しいアイデ
アとしてではなく，新しいニーズと新しい機会
をより満たすような，会計手法の発展的な修正
として発展した，というのが，Marple（1955） 
の考える直接原価計算登場までの歴史である
（Marple, 1955, p. 431）．
（2）Marple の直接原価計算史
　前述のようにMarple は，1965年にNAAから

（2）
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論文集を刊行している．その冒頭に，Historical 
Backgroundとして直接原価計算の歴史について
の小論文を執筆している．以下ここではその論
文の内容を紹介する．
①原価配賦 
　原価配賦というものは，産業革命以前には存
在しなかった．当時の貿易商や商人の損益計算
書はCVPの関係を反映していた．
　しかし製造業において原価計算が導入されて
から，この状況は変化した．価格決定や棚卸資
産の決定のために製品の単位原価に関する情報
が必要となった．問題となったのは，間接費の
割り当てである．そこで間接費を直接労務費で
除した配賦率によって各注文に配賦したのであ
る（Marple, 1965, pp. 3─4）．
②予定配賦率と正常能力
　上記の配賦率は実際配賦率である．検死的な
基準によって計算された原価は，歴史的報告目
的は満たしたが，製造業者にとって製品の販売
価格の決定のための基礎としては使えなかっ
た．この要求を満たすために，見積配賦率ない
し予定配賦率が使用されるようになった．この
予定配賦法にも配賦の過不足が発生してしま
うという問題があった．このひとつの解決法と
して考案されたのが補充率法である（Marple, 
1965, pp. 4─5）．
　製造業者と会計士の両方が実際単位原価に疑
問を持ち始めた．固定製造原価は増大し続けて
いた．固定費を実際生産量で配賦してしまう
と，生産量の変動が単位原価に影響を与えてし
まう．単位当たりの固定費を平均化ないしは正
常化する方法を作成する必要があった．そこで
考案されたのが正常操業度による配賦である．
　この方法は，製品原価計算が抱えていた問題
をある程度解決したものの，依然として配賦過
不足は発生していた．理論上は，配賦過不足は
正常操業度算定の基礎となった期間に繰り延べ
て相殺するという処置をとる．しかし，このア
プローチは，平均化が実現されなかった場合，
満足のいく結果を生まないものであるというこ

とが証明された．
　また，固定費は生産能力を提供するための原
価であるという認識が広まり，利用していない
生産能力の原価を製品に配賦してもよいのか，
ということが問題となった（Marple, 1965, pp. 
5─6）．
③原価統制と原価計画
　製品原価計算の分野でこうした発展があった
一方で，会計担当者は原価統制に利用すること
を念頭に置いて会計データを作成することに
よって，経営管理に関わるようになっていた．
原価は発生源でそれを発生させた人によって管
理されるのであって，製品の単位原価の計算プ
ロセスにおける配賦によって割り当てられた人
によって管理されるのではないということがわ
かった．標準原価計算は，直接労務費と直接材
料費に関していえば原価管理と製品原価計算の
両方に対して役に立つことがわかった．
　しかし，固定費と変動費の組み合わせから
なっている間接費の会計においては，標準原価
計算による原価管理も不可能であった．変動予
算が固定費と変動費を区別するようになって初
めて間接費の効果的な管理手法が有効に働くよ
うになった．変動予算の作成に必要なコストビ
ヘイビアーの研究や固変分解の手法の発展な
どが，直接原価計算への道を開いた（Marple, 
1965, pp. 6─7）．
　変動予算を扱っていた会計担当者のコストビ
ヘイビアーの知識が，彼を意思決定のための原
価の計画の領域に導いた．ここでも原価配賦は
役に立たないことが認識された．提案された案
を受けようが受けまいが現在の固定費は発生
し続けるので，意思決定には無関連であった
（Marple, 1965, p. 7）．
④パイオニアたちの出現 
　管理会計の発展におけるこのポイントで，直
接原価計算出現の機は熟した．会計担当者と企
業家の両方が，固定費と変動費の違いを認識し，
販売数量の利益に対する影響を理解していた．
損益分岐表が作成され，予測営業量における利
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益の見積がなされていた．しかし，会計の報
告書では，このような見積が十分にできなかっ
た．売上高と利益が対応して推移しないという
事態が起こったが，これは固定費の配賦に原因
があった（Marple, 1965, p. 7）．
　直接原価計算に関する一般に刊行された論
文を最初に発表したのは，1936 年の Harris で
ある．一方，Harrison は「新しいワインを古
い酒瓶に」という冊子を自費出版した．彼はそ
の中で限界残高（marginal balance）理論を展
開し，販売の分野における意思決定について
の利用を説いた．また，1937 年にはKohl が論
文を発表した．それによると，彼の会社では
1919 年から直接原価計算を採用しているとい
う（Marple, 1965, pp. 8─9）5）．
⑤幕間と直接原価計算の時代到来 
　1930 年代半ばにHarris らによって直接原
価計算が提唱されたが，その後 1950 年代まで
は目立った動きはあまりなかった．その中で，
1947 年の NAA Bulletin に 2 本の論文が掲載
された．Krammer と Clark の論文である．ま
た，Harris は，1946 年 と 47 年 に，Journal of 
Accountancy と Controller に論文を発表して
いるが，それは高まりつつあった関心や，1950
年代における活動的な喧伝を反映したもので
あった（Marple, 1965, pp. 9─11）．
　パイオニアによって創出され，40 年代も
息絶えていなかった直接原価計算への関心が
1950 年代初頭に明らかとなった．くすぶって
いたものが 50 年代に突然燃え上がったようで
あった．51 年から 60 年にかけての 10 年間，
NAAに掲載された主要な直接原価計算に関す
る論文は 44 本にのぼった（Marple, 1965, pp. 
12─13）．
　NAAでは直接原価計算に関する調査委員会
を設けた．その結果がリサーチシリーズのNo. 
23 と No. 37 である．また，NAAでは 1957 年
の教育プログラムや，1959 年の会議でも直接
原価計算を取り上げた．他の団体でも，AMA

（American Management Association）などが

同じような活動を行っている（Marple, 1965, 
pp. 13─14）．

2. 3　 経歴と歴史観から見る Marple の直接原
価計算観

　 先 に も 見 た よ う に，Marple は，Ph.D そ
して CPAとして，会計の研究，教育，実践
と幅広く活動していたことがわかる．つま
り，Marple は，理論と実務の両方に通じた
Accountant であったということである．特に，
実務家としての経験が豊富であったという点に
注意しておくべきである．このようなバックグ
ラウンドが，Marple の直接原価計算論に与え
た影響は大きい．これについては後述する．
　Marple は，前述のように原価発見，原価統
制，原価分析と原価計画という歴史の区分を
行っている．Marple が活動した時期は，原価
分析と原価計画の時代であり，そのためのツー
ルとして直接原価計算を推している．それは，
Marple（1961）でも主張されている．
　直接原価計算の誕生については，原価配賦を
巡る問題の解決策のひとつであるという見解を
示している．実際配賦が引き起こす問題を克服
するために正常配賦が行われるようになった
が，それでも問題が生じるので原価配賦をやめ
てしまうということで直接原価計算が誕生し
た，というスタンスである．原価配賦に対する
「恣意的であり，経営観理に役に立たない」と
いう厳しい批判は，刊行した論文で繰り返し行
われている．つまり，製造間接費が発見，ある
いは認識されてきた当初から綿々と繰り広げら
れたその処理法の工夫の最終的な解決法が，配
賦の方法を改善することではなく配賦をしない
ということであり，直接原価計算が原価計算の
完成形である，という見方をしているのである．

3．直接原価計算による損益計算書

　Marple は，直接原価計算による損益計算書
をいくつか示している．それが表 1から表 5
である．これらの損益計算書を時系列的に並

（4）
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べ，それについての解説を読み解いていくと，
Marple の直接原価計算論の変遷が読み取れる．
また，これを見ることで，Marple が同時代の
他の論者へ与えた影響・与えられた影響を推察
することができる．

3. 1　固定費分類の変遷
　1955 年の損益計算書（表 1）に比べ，1960
年代の損益計算書（表 2～5）では，固定費の
分類が詳細になっている．これについては，同
時代の他の論者の研究成果がある程度取り入れ
られてきたものであると考えられる．固定費
を個別固定費と共通固定費に分類する発想は，
1950 年代から徐々に浸透し始め，1950 年代半
ば頃からはさらに個別費を管理可能費や管理不
能費に分類するという発想が生まれていた．こ
れについては後述する．

　固定費の分類が詳細になっていく一方，
固定費の呼称が損益計算書ごとに異なる．
Marple（1955）（表 1）では「固定費」であっ
たが，Marple（1963a）（表 2）では「期間原
価」，Marple（1963b）（表 3）では「非変動費
（Nonvariable Cost）」，そしてMarple（1967）
（表 4，5）では再び「固定費」となっている．
  Marple（1963a）では，「期間原価」の呼称と
して，キャパシティ・コストであるとか，コミッ
テッド・コスト，マネジド・コスト，プログラ
ムド・コストなどを紹介している．また，損益
計算書上（表 2）では，「期間原価」が個別固
定費と共通固定費とに区別されているが，前者
は「割当可能期間原価」，後者は「連結ないし
共通期間原価」と呼ばれている．
　共通的な原価に対して「連結」という言葉が
用いられているのは 1960 年代の状況を反映し

（5）

表 1　Marple（1955）の損益計算書

損益計算書　直接原価計算

金額 売上高比

正味売上高 $ 950,000 100

差引：標準変動売上原価 475,000 50

　　製造マージン（Manufacturing Margin） $ 475,000 50

　変動販売費 47,500 5

　　販売マージン（Distribution Margin） $ 427,500 45

　能率差異 4,500 0.47 

　　限界利益（Marginal Income） $ 423,000 44.53 

差引：固定費

　　製造原価 $ 200,000 21.05 

　　販売費 75,000 7.89 

　　管理費 50,000 5.29 

　　その他原価 25,000 2.64 

　　　固定費合計 $ 350,000 36.85 

　　　直接原価計算による営業利益（Direct Cost Operating Profit） 73,000 7.68 

差引：在庫における固定費の減少分 10,000 1.05 

　　　全部原価計算による営業利益（Absorption Cost Operating Profit） $  63,000 6.6 

　（出所：Marple, 1955, p.437）
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ているものである．この時期には，連結原価と
共通費の定義を厳密に使い分ける論者がいた一
方で，連結原価の概念を拡張して用いる者もい
た（高橋，2019，19 頁）．
　たとえば，Horngren（1965）では，連結原価
の概念が拡張されている．連結原価の概念は，
分離可能費（separable costs）との対比でなさ
れている．
　「分離可能原価（separable cost）は，あるセ

グメントに直接的に認識できるものである．結
合原価は，問題となっているすべてのセグメン
トに共通的なものであり，多少疑問の残る基準
による以外には，明確にまた実際的に配賦し得
ないものである．
　…連結原価の例は，社長やそのほかの役員
の給料，基礎的な研究開発費，広報や企業イ
メージ広告などのような本社費などがある．」 
（Horngren, 1965, p. 275）．

（6）

表 2　Marple（1963a）の損益計算書

製品ライン別損益計算書

製品ライン

合計 製品A 製品 B 製品 C

正味売上高 $ 600,000 $ 300,000 $ 200,000 $ 100,000 

直接費

　製造

　　直接材料費 150,000 75,000 55,000 20,000 

　　直接労務費 90,000 30,000 30,000 30,000 

　　変動間接費（Direct Overhead） 60,000 30,000 20,000 10,000 

　販売

　　販売運賃 12,000 9,000 3,000 －

　　販売手数料 24,000 12,000 8,000 4,000 

　　　直接費合計 $ 336,000 $ 156,000 $ 116,000 $  64,000 

　　　限界利益（Marginal Income） $ 264,000 $ 144,000 $  84,000 $  36,000 

　　　限界利益率 48.0 42.0 36.0 

割当可能（Assignable）期間原価

　減価償却費 $  40,000 $  20,000 $  10,000 $  10,000 

　固定資産税 20,000 10,000 2,000 8,000 

　販売費 24,000 20,000 － 4,000 

　　合計 $  84,000 $  50,000 $  12,000 $  22,000 

　　連結期間原価のためのマージン（Margin for Joint Period Costs） $ 180,000 $  94,000 $  72,000 $  14,000 

　　　売上高比 31.3 36.0 14.0 

連結ないし共通期間原価（Joint or Common Period Costs）

　製造原価 $  40,000 

　販売費 30,000 

　管理費 30,000 

　研究開発費 20,000 

　　合計 $ 120,000 

　　税引前利益 $  60,000 

　（出所：Marple, 1963a, p. 333）
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　同じような指摘は，McFarland（1966）に
よってもなされている．原価の分離可能性に関
する説明の中で，次のように指摘する．
　「原価が個々のセグメントに個別的かつ明
確に認識できる限り，その原価は分離可能

（separable）である．ある所与のセグメント
が存在しなくなると，そのセグメントの分離
可能原価も全くなくなってしまう．…分離可
能原価とは対照的に，連結原価は，結合的な
性格を持つ一つあるいはそれ以上のセグメン
トがなくなっても変化しないままである．」  

（McFarland, 1966, pp. 41─42）．
　期間原価という呼称は，Marple（1961）や
Marple（1963a）で用いられるようになった．
Marple（1963a）では，次のように指摘してい
る．
　「直接原価計算は，全部原価計算と同じよう
に，期間利益を測定するための費用と収益を対
応させる手法である．しかし，直接原価計算の
もとでは，対応のプロセスが直接原価と期間原
価との区分に基礎をおいている．この直接原価
と期間原価という用語は，変動費と固定費とい

（7）

表 3　Marple（1963b）の損益計算書

製品ラインごとの貢献

合計 製品ライン

製品A 製品 B 製品 C

金額 売上高比 金額 売上高比 金額 売上高比 金額 売上高比

正味売上高 $ 600,000 100.0 $ 300,000 100.0 $ 200,000 100.0 $ 100,000 100.0 

変動費

　製造費 $ 180,000 $  81,000 $  56,000 $  43,000

　包装費 108,000 69,000 32,000 7,000

　販売費 42,000 21,000 12,000 9,000

　　変動費合計 $ 330,000 55.0 171,000 57.0 $ 100,000 50.0 $  59,000 59.0

　　限界利益（Marginal Income） $ 270,000 45.0 $ 129,000 43.0 $ 100,000 50.0 $  41,000 41.0

非変動費（Nonvariable）：直接費

　製造費 $  41,500 $  13,500 $  15,000 $  13,000

　包装費 15,500 10,000 4,000 1,500

　販売費 24,000 18,000 － 6,000

　　非変動費：直接費合計 $  81,000 13.5 $  41,500 13.8 $  19,000 9.5 $  20,500 20.5

　　貢献利益（Contribution Margin） $ 189,000 31.5 $  87,500 29.2 $  81,000 40.5 $  20,500 20.5

非変動（Nonvariable）費：共通費

　製造費 $  25,000 

　販売費 16,000 

　管理費 25,000 

　研究開発費 15,000 

　建物 27,000 

　本社費 15,000 

　　非変動費：共通費合計 $ 123,000 20.5 

　　純利益 $66,000 11.0 

　（出所：Marple, 1963b, p. 8 ）
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う用語よりも分類をより描写している表現であ
る．…期間原価は，製造や販売のためのキャパ
シティを提供し，維持しておくために発生する
コミッテッド・コスト，プログラムド・コスト，
ないしは計画原価である．」（Marple, 1963a, 
pp. 328─ 329）．
　Marple（1967）の損益計算書（表 5）では，
個別固定費をさらにキャパシティ・コストとプ
ログラムド・コストに分類している．ここで

キャパシティ・コストと表記されているのは，
内容的にはコミッテッド・コストのことであ
る．Marple（1967）では次のように説明して
いる．
　「固定費は一般に二つのタイプがある．コミッ
テッド・コストないしは埋没原価とプログラム
ド・コストないしは計画固定費である．…コ
ミッテッド・コストと比較すると，プログラム
ド・コストは戦略的な原価である．」（Marple, 

（8）

表 4　Marple（1967）の損益計算書（1）
事業部別損益計算書

（実際販売量×標準売価・標準原価）

全社的 事業部

合計 食品 化学製品 肥料

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

正味売上高 $ 2,800,000 100 $   600,000 100 $ 1,000,000 100 $ 1,200,000 100

変動費

　製造原価 $   790,000 $   180,000 $   300,000 $   310,000

　包装費 284,000 108,000 90,000 86,000

　販売費 242,000 42,000 110,000 90,000

　変動費合計 $ 1,316,000 47 $   330,000 55 $   500,000 50 $   486,000 40.5

限界利益 $ 1,484,000 53 $   270,000 45 $   500,000 50 $   714,000 59.5

個別固定費

　製造原価 $   369,500 $    66,500 $    98,000 $   205,000

　包装費 97,300 15,500 25,000 56,800

　販売費 131,000 24,000 35,000 72,000

　管理費 105,000 20,000 42,000 43,000

　固定費合計 $   700,800 25.1 $   126,000 21 $   200,000 20 $   376,800 31.4

事業部貢献利益 $   781,220 27.9 $   144,000 24 $   300,000 30 $   337,200 28.1

共通固定費

　管理費 $   125,000

　販売費 95,000

　Ｒ＆Ｄ関連費 120,000

　本社費 80,000

　共通固定費合計 $   420,000 15

純利益（標準） $   361,000 12.9

利益差異 $    58,720 2.1

純利益（実際） $   302,480 10.8

　（出所：Marple, 1967, p. 8）
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1967, p. 11）．
　コミッテッド・コストの具体的な説明とし
て，損益計算書（表 5）でキャパシティ・コス
トと表示されている項目をとりあげているた
め，損益計算書上のキャパシティ・コストと表
記されているのはコミッテッド・コストのこと
である．
　なぜコミッテッド・コストをキャパシティ・
コストと表示しているのか．これを用語の混

乱と見る向きもあるかもしれないが，筆者は
Marple に意図があってのことであると考える．
プログラムド・コストは，短期的な固定費であ
り，その効果は設定した期間（通常は予算期
間）にわたるものである．固定費ではあるが可
変的であり，場合によっては途中で打ち切るこ
ともできる．一方，コミッテッド・コストは長
期にわたり生産や販売のキャパシティを維持し
ておくための原価である．その金額は過去の意

（9）

表 5　Marple（1967）の損益計算書（2）
事業部損益計算書（食品事業部）

（実際販売量×標準売価・標準原価）

製品ライン

事業部合計 ブイヨン シーフード 調味料

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

正味売上高 $  600,000 100 $  300,000 100 $  200,000 100 $  100,000 100

変動費  

　製造原価 $  180,000 $   81,000 $   56,000 $   43,000

　包装費 108,000 69,000 32,000 7,000

　販売費 42,000 21,000 12,000 9,000

　変動費合計 $  330,000 55 $  171,000 55 $  100,000 50 $   59,000 59

限界利益 $  270,000 45 $  129,000 45 $  100,000 50 $   41,000 41

個別固定費

　キャパシティ・コスト

　製造原価 $   30,000 $    9,000 8,000 $   13,000

　包装費 15,500 10,000 4,000 1,500

　販売費 10,000 10,000 ─  ─

　プログラムド・コスト

　製造原価 $   11,500 45,000 $    7,000 ─

　販売費 14,000 8,000 ─ 6,000

　固定費合計 $   81,000 13.5 41,500 21 $   19,000 9.5 $   20,500 20.5

ライン貢献利益 $  189,000 1.5 87,500 24 $   81,000 40.5 $   20.500  20.5

包装費の利用度（％） 75 85 50

事業部固定費

　製造原価 $   25,000

　管理費 20,000

　事業部固定費合計 $   45,000 7.5

事業部貢献利益 $  144,000 24

　（出所：Marple, 1967, p. 9）
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思決定によって拘束されており，可変的ではな
い．そのため，コミッテッド・コストをキャパ
シティ・コストとあえて表示しているものであ
ると考えられる．
　また，1960 年代の損益計算書（表 2～ 5）に
おいては，セグメント別の分析に中心がおかれ
ている．それまでの議論は，CVPの関係を損
益計算書上で実現するというのが議論の中心で
あった．たとえば，Marple（1955）において
も，セグメント別の収益性分析についての言及
はあったものの，議論の中心はCVP関係に基
づいた利益測定についてであり，セグメント別
の損益計算書は示されてはいなかった．一方，
1960 年代の論文，特にMarple（1967）では責
任会計との連携が強く打ち出されている．

3. 2　利益概念
　3. 1 でみたように，Marple は時を経るにつ
れて固定費を細かく分類している．前述のよう
に，1950 年代には個別固定費の認識や管理可
能個別費・管理不能個別費の区分などが行われ
ていたが，その影響を受けているものと思われ
る．一方で，利益計算については同時代の他の
論者とは異なる部分もある．
　1950 年代後半，Shillingraw（1957）やMay

（1957），Read（1957） などによって，個別固
定費を管理可能費と管理不能費（あるいはマネ
ジド ･コストとコミッテッド ･コスト）とに分
類し，事業部長の業績測定尺度として管理可能
利益を計算する，という方法が提唱されている．
たとえば，Shillinglaw（1957）や Read（1957）
が示した損益計算書は，表 6と表 7の通りであ
る．
　50年代後半にこのような動きがあったものの，
Marple は，損益計算書上で Shillinglawや Read
が示したような管理可能利益を計算していない．
これは，Marpleと同時期に啓蒙的な著書を刊行
したWilmer Wrightも同様である6）．Wright に
おいては個別固定費を更に分類することすらし
ていない．それと比較すると，Marple は，プ

ログラムド・コスト（マネジド・コスト）とコ
ミッテッド・コストの区分には関心があったと
思われる．Marple（1967）でも指摘があるよ
うに，この区分を原価の計画に使おうと考え
ていたようである．しかしながら，Marple は
管理可能性についてはあまり関心がないよう
である．表 5と表 6および表 7を比較すると，
Marple と，Shillinglaw および Read では，コ
ミッテッド・コスト（Marple のいうキャパシ
ティ・コスト）とマネジド・コスト（プログ
ラムド・コスト）の記載順が逆になっている．
Marple には管理可能利益を計算しようという
意図すらなかったと推察できる．
　Marple（1963b） やMarple（1967） には，
責任会計と直接原価計算はよくマッチするもの
だという言及がある．一般に，責任会計におい
ては，跡付可能性による責任単位への原価の跡
付けと，責任単位そのものの業績と責任単位の
長の業績を区別するための管理可能性による原
価の分類が必要であるとされている．Marple
が責任会計における固定費の分類で重視してい
たのは，管理可能性というよりも跡付可能性
の方であったと思われる．たとえば，Marple
（1963b）では，表 8のような原価の分類が示
されている．
　Marple（1963b）によれば，直接原価計算に
おいては第 3の分類を使用する．この分類は，
次のようなことを可能にするという（Marple, 
1963b, p. 5）．
1 ．変動費と非変動費を分離しているので，
CVP関係を表示した報告書が作成できる．
2 ．特定の原価計算単位に責任のある非変動
費を責任のないものから分離するので，ほ
とんどの原価配賦が回避できる．

　また，Marple（1967）は，Marple（1963b）
からさらに原価とセグメント（原価計算対象）
との対応を詳細にした表 9のような原価の対応
表を示している．これは，対象とするセグメン
トにより，直接費（跡付可能費）と間接費が
どのようになるのか，ということを示してい

（11）
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売上高 $760,000
変動売上原価 270,000

事業部販管費（変動費） 30,000
　販売マージン $460,000
管理可能事業部間接費 200,000
　管理可能利益 $260,000
管理不能事業部間接費（固定費） 150,000
　貢献利益 $110,000
共通費配賦額 50,000

　純利益（税引前） $ 60,000

　（出所：Shillinglaw, 1957, p. 85）

表 9　セグメントと原価の関係
製品別セグメントの場合

セグメントのタイプ 直接費（跡付可能費） 間接費
製品単位 単位変動費 その他のすべての原価

ライン内の製品 上記の原価＋製品別固定費 その他のすべての原価
製品ライン 上記の原価＋ライン別固定費 その他のすべての原価

工場 上記の原価＋工場別固定費 その他のすべての原価
事業部 上記の原価＋事業部固定費 その他のすべての原価
全社 すべての原価 無し

マーケティング・セグメントの場合

セグメントのタイプ 直接費（跡付可能費） 間接費
販売取引 変動製品原価および変動販売費 その他のすべての原価
顧客 上記の原価＋顧客別固定費 その他のすべての原価

セールスマン 上記の原価＋セールスマン別固定費 その他のすべての原価
販売領域 上記の原価＋販売領域別固定費 その他のすべての原価
販売地域 上記の原価＋販売地域別固定費 その他のすべての原価
全社 すべての原価 無し

　（出所：Marple, 1967, p. 7）

原価計算単位との関連における分類
直接原価　　　　　　間接ないしは

　　　　　　　　　　　　　共通原価

活動の量ないし率に関連する分類
　　　変動費　　　

非変動費（nonvariable）

直接原価計算における結合された分類
　変動直接原価　　　　変動間接原価　
非変動直接原価　　　　非変動間接原価

　（出所：Marple, 1963b, p. 4）

売上高 ×××
変動費 ×××
　販売マージン ×××
管理可能固定費（マネジド・コスト） ×××
　管理可能利益 ×××
その他の事業部固定費（コミッテッド・コスト） ×××
　貢献利益 ×××
共通費（Non Divisional Expense） ×××

　純利益 ×××

　（出所：Read, 1957, p. 33）

表 6　Shillinglaw（1957）の損益計算書 表 7　Read（1957）の損益計算書

表 8　Marple（1963b）における原価の分類
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る．この考え方は，後にABC（Activity-Based 
Costing）の原価階層の考え方に影響を与える
ことになる7）．
　表 8と表 9からみると，Marple は，原価の
分類においては，原価計算対象（セグメント）
に対する変動性や跡付可能性を重視しているこ
とがわかる．原価が原価計算対象に対して直接
認識できるか，間接的・共通的にしか認識でき
ないか，ということを重視しているのである．
たとえば，Marple（1967）では，次のような
指摘がある．
　「管理会計の発展において，この誤り（全部
原価計算によってセグメントに責任のない収益
や原価が割り当てられること─高橋注）を是正
する第一段階は直接原価計算が紹介されたとき
である．直接原価計算は製品単位に責任のある
原価は製造単位数に比例する原価であるという
事実を認識している．
　第二段階は，固定製造間接費がもはや製品に
配分できないが，責任基準で他のセグメントに
配分することができるということを発見したと
きである．」（Marple, 1967, p. 6）．
  なぜMarple は管理可能性による原価分類を
重視していないのであろうか．実務での運用を
考えた場合，個別固定費を管理可能なものと管
理不能なものとに分解することは非常に困難な
ことである．たとえば，岡本（2000）においては，
管理可能費と管理不能費の定義については，4
つもの留意事項があげられている8）．それと同
時に，岡本（2000）が指摘するように，個別費
がすべて管理可能費となるとは限らないが，自
己の責任範囲内で発生したことが跡づけられる
費目については，その管理者は影響力を行使で
きる可能性が高い（岡本，2000，46 頁）．そう
なると，個別固定費≒管理可能費となり，その
結果事業部貢献利益と，Shillinglaw（1957）ら
の管理可能利益は，近似的になる．むしろ，管
理可能性での厳密な区分が困難な以上，管理可
能利益と事業部貢献利益の使い分けが，実践上
では Shillinglaw（1957）が示したような事業

部長の業績と事業部の業績を区別して表すとい
う機能を厳密には果たさない可能性がある．前
述のように，Marple は Ph.D を持っている理
論家であると同時に，CPAとしていろいろな
実務に携わってきた経験がある．実務での実装
ということを考えた上で，損益計算書を作成し
たものであると考えられる．
　Marple は，同時期のWright と同じく業績
評価という面では管理可能性には着目していな
かったが，原価の分析や計画という面ではプロ
グラムド・コストとコミッテッド・コストの区
分について着目していた．この区分について，
Marple は Read（1957）のような管理可能性の
観点からの区分ではなく，可変性からの観点で
見ていた．Read（1957）は，事業部長にとっ
て管理可能な個別費をマネジド・コストと呼
び，それ以外の事業部長にとって管理不能な個
別費をコミッテッド・コストと呼んでいた．こ
の考え方に基づけば，表 7にあるように，販売
マージンからマネジド・コストを控除すること
で事業部長の管理可能利益を計算することがで
きることになる．一方，Marple は，前述のよ
うにコミッテッド・コストをキャパシティ・コ
ストと呼んでいたが，プログラムド・コストと
コミッテッド・コストについては，計画段階で
可変なものとそうでないもの，という基準で区
分していたと考えられる．結果的には計画段階
で可変なものが管理可能なものになるのではあ
るが，Marple においては事後的な管理可能性
による業績評価の問題よりも，計画段階，つま
り短期的な意思決定の段階でいかにプログラム
ド・コストを管理するのか，ということに重点
をおいていたと考えられる．

4． 外部報告への適用問題と財管一致の考え方
の萌芽

4. 1　固定費調整
　Marple は，所説の初期段階では外部報告に
おいては直接原価計算の利益を全部原価計算に
修正することを唱えていた．前述の表 1にある

（12）
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ように，直接原価計算の営業利益に対し，在庫
に含まれる固定費を調整することで全部原価計
算の利益に修正している．直接原価計算を外部
報告に適用すべきか否かについては広く議論さ
れてきたとした上で，Marple（1955）では次
のように指摘している．
　「もし直接原価計算を（外部報告用の会計と
して─高橋注）認めるようになるとしても，そ
れはこの議論の支持者の説得力のある議論の結
果としてではなく，直接原価計算が内部報告会
計の目的で受容され，そして直接原価計算を用
いた好ましい経験によって会計担当者やビジネ
スマンが全部原価計算よりも有用で意味のある
結果をもたらすと確信できるようになってから
である．」（Marple, 1955, p. 436）．
  つまり，直接原価計算の経営管理での役立ち
が十分認識され，それを基幹的な損益計算機構
として取り入れるようになったのちに，外部
報告へも適用しようという考え方を持ってい
た．別の見方をすると，少なくとも Marple は，
1955 年当時でも直接原価計算の内部管理機能
が未だ十分には浸透していないと考えていたと
いうことができる．そのため，この時点では直
接原価計算を採用している場合でも，外部報告
用には固定費調整を行った上で，全部原価計算
の利益に修正することを提案しているのであ
る．
　1955 年の時点ではこのような態度をとって
いたMarple であったが，表 2～5から見ても
わかるように，彼の示した損益計算書には固定
費調整の項目が現れなくなっている．そして翌
1956 年には，会計理論に真っ向から切り込ん
だ直接原価支持論を展開している．それが，次
に述べる未来原価節約説である．

4. 2　未来原価節約説
　直接原価計算の損益構造について，会計理論
の側面から取り上げたものに，Marple（1956） 
の未来原価節約説がある．これについては岡本

（2000）や高橋（2008）で詳細に取り上げられ

ているので，ここではその骨子を紹介すること
にする．
　Marple（1956）は，損益分岐分析の考え方
を利益測定の理論の中に取り入れようと考えて
いる．
　「利益は販売を通じて初めて認識されるべき
であるというのが会計の基本的な原則ではない
か．言い換えれば，原価の違いに考慮しながら，
利益は売上高に比例すべきではないだろうか．
…損益分岐表は，利益は売上高に比例すると
いうこの理論に基づいている．」（Marple, 1956, 
pp. 493─494）．
　「会計関係者の中には，固定費を製造原価と
いうよりも期間原価であると考えているものも
いる．期間原価は，変動費すなわち製品原価の
ように棚卸資産に課すのではなくて，期間の収
益に対して課すべきであるという．」（Marple, 
1956, p. 494）．
　固定費は，製造によって発生する原価という
よりも，時間の経過によって発生する原価で
ある．発生した期間に対応させるべきであっ
て，棚卸資産に課すべきではない，というのが
Marple（1956）の主張である．
　「会社にとって在庫が持つ唯一の価値は，将
来節約される原価で測定されるとするのが論
理的ではないだろうか」（Marple, 1956, p. 495）
と指摘した上で，次のように主張する．
　「変動費は，製造によって発生する．製造単
位数に比例して増加する．当期に発生した変動
費は，次期に同じように支出される原価を節約
（save）する．したがって，変動費はそれが配
分された製品が販売されるまで棚卸資産に繰り
延べられる．」（Marple, 1956, p. 495）．これが
Marple の未来原価節約説である．これを端的
に述べたのが，次の指摘である．
　「一般的にいえば，次のようになる．期間利
益の決定において，将来に対して対応するため
に棚卸資産に繰り延べられるべきなのは，過去
に発生したために将来発生しない原価だけであ
る．」（Marple, 1956, p. 497）．

（13）
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　この考え方は，Marple（1961） でも強調さ
れている．多くの会計関係者が固定製造原価も
変動製造原価と同じく製品の原価であると主張
するが，それは変動費と固定費の本質的な違い
を理解していないからであるとする．
　「変動製造原価は，現在製造活動を行うため
の原価であり，製造を行わなければ発生しない．
将来，その製品に関しては，それと同じ原価は
必要ない．したがって，変動費は，製品が販売
されるまで繰り延べることができる．
　…固定製造原価は，生産量の如何に関わらず
発生する．それは拘束された原価であり，計画
された原価であり，用役の提供を準備しておく
ための原価（readiness to serve cost）であるか
らである．また，企業が製品を製造しようがし
まいが負担しなければならない原価である．そ
の一部がその期の製品に割り当てられたとして
も，次の期に減少することのない原価である．」

（Marple, 1961, pp. 316, 318）．
　Marple の未来原価節約説は，棚卸資産には
何を含めるべきか，という会計理論上の問題を
取り上げたものである．その根底には，利益は
製品が販売されて初めて実現されるもの，すな
わち利益は「販売の関数」であって「生産の関
数」ではない，という考え方がある（Marple, 
1961）．この考え方は，損益分岐分析における
CVPの関係に通じるものであり，その関係を
損益計算に取り込もうと考えていたのである．
そのためには製品原価を変動費のみで評価する
必要性がある．その合理性を会計理論的に説
明しようとしたものが未来原価節約説なのであ
る．

4. 3　直接原価計算による財管一致の構想
　未来原価節約説を唱えて以降，Marple は直
接原価計算を外部報告へ積極的に適用しようと
いう姿勢を鮮明にする．つまり，直接原価計算
を内部報告にも外部報告にも一貫して適用しよ
うという考え方である．
　Marple（1961）では，直接原価計算を全部原

価計算に将来的にとって代わるものである，と
いう見解を暗に示している．
　「現代の管理会計担当者は，過去の原価，現
在の原価，そして未来の原価に関心を持ってい
る．原価の計画や統制のために，会計担当者は
営業量に対して比例する原価とそうでない原価
を分離し，それぞれ異なった処理をする必要が
ある．直接原価計算は，過去の原価を（現在の
原価と）同じ基準におく．このため，直接原価
計算は，原価計画ないし原価統制の新しい手法
ではないが，利益測定を改善するのと同じよう
に，原価計画と原価統制を容易にし，また改善
するものである．
　こういったことを会計関係者が理解すれば，
直接原価計算が内部報告外部報告の両面におい
て全部原価計算にとってかわるだろう．この領
域においては，両計算法の平和的な共存に対す
る判断はない．」（Marple, 1961, p. 320）．
　また，Marple（1963a）では次のように述べ
ている．
　「もし直接原価計算が，全部原価計算よりも
よい利益測定を行うならば，経営内部での報告
と同じように，外部報告や課税利益の決定にも
直接原価計算を使用することができる．直接原
価計算を外部報告目的や税務目的に使用するこ
とへの一般的な受容が欠けているために，内部
管理目的でのより広い受容も妨げられてきた．
…直接原価計算は原価計画と原価統制のための
単なる経営管理用具にとどまらず，利益測定の
基礎的概念であるということを会計関係者たち
に理解させることができれば，時間の経過とと
もに直接原価計算は内部報告目的・外部報告目
的・税務目的のための一般に認められた実務と
なるものと確信している．」（Marple, 1963a, p. 
332）．
　これらの指摘では，「直接原価計算への理解が
進めば」という将来の話として表現している．
このような姿勢は，先に引用したMarple（1955）
にも現れている．しかしながら，Marple（1963b）
では直接原価計算が全部原価計算にとって代わ

（14）
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るものであるというより強い見解を示している．
　「原価配賦は便法であるので，それが必要で
あったり，それに代わる十分な代替策がない場
合に限り，その継続的な使用は正当化される．
原価配賦は長年にわたり提唱されてきたが，そ
れは論理的であるとか適切であるとかいう理由
ではなくて，より有用な代替的手法が不足し
ていたからである．直接原価計算の哲学がよ
り一般に受け入れられるようになった現在，わ
れわれは代替的手法を手に入れた．」（Marple, 
1963b, pp. 6─7）．
　会計の基本的な原則である費用収益対応に
ついて，Marple は 1964 年に刊行された論文
集のなかの書き下ろしの小論文「基礎的会計
哲学に向けて（Toward a Basic Accounting 
Philosophy）」（これは論文集のタイトルにも
なっている）で触れている．そこでは次のよう
に指摘している．
　「原価割当における製品対応というものは直
接材料費や直接労務費の総原価に占める割合が
高く，会計担当者が，製造業者が価格設定にお
いて他の原価を見逃さないということだけに焦
点を当てていた時代に有用であった．しかしな
がら，固定費の割合が大きくなり，製品の多様
化が進み，経営管理が大きく複雑化している状
況では，会計担当者は製品対応のアプローチの
ロジックと要請に大いに疑問を持っている．し
たがって，製品へ原価を配賦することによって
原価を負わせることは原価を会計期間に割り
当てるのに際してロジカルでもなく有用でもな
いという認識が大きくなっている．」（Marple, 
1964b, p. 116）．
　この指摘からもわかるように，Marple は企
業環境と経営管理の方法が変化しているのであ
るから，費用収益対応の原則もそれに対応して
変化すべきであるという見解を示している．そ
して，それは製品的対応における製品原価の範
囲を見直すということであり，変動費のみを製
品に集計して収益に対応させるという論理であ
る．

　Marple の基本的な考え方は，内部報告に有
用な直接原価計算を，外部報告にも一貫して用
いよう，というものである．それに理論的な裏
付けをつけようとしたのが，未来原価節約説で
あり費用収益対応の原則の見直し論である．当
初は固定費調整について言及するなど，全部原
価計算を完全に捨てきるということができな
かったが，1950 年代での発展・普及の状況に
鑑み，全部原価計算を捨てきって会計システム
を直接原価計算に一本化することに舵を切った
のではないかと思われる．これは，現代でいう
「財管一致の会計システム」である．その萌芽
の一つとしてMarple の一連の所説を位置づけ
ることができる．

5．むすび

　本稿ではMarple の直接原価計算論の全体を
俯瞰して検討した．この検討をふまえていうと，
「Marple は 60年近く前から現代の状況に通じる
ものを編みだしていた」ということができよう．
　全体として，Marple は，未来原価節約説を
除いて，ある程度議論が進んだものを包括して
提案するというスタンスをとっていた．そのた
め，個別固定費の認識やセグメント別の損益計
算書の提示も，当時の先端の論者からは多少の
タイムラグがある．当時の理論的な進展，具体
的にいえば管理可能利益の計算であるが，それ
をそのまま用いるということもしていない．こ
れは，当時の議論を取捨選択し，実務でより適
用しやすいものを提示しようという啓蒙的な意
識があったのではないかと推察される．その取
捨選択のため，多少のタイムラグが生じていた
のであろう．
　個別費を管理可能費と管理不能費に分類して
管理可能利益を計算するという損益計算書の構
造は，理論的には非常に優れたものであったが，
現状実務ではそう行われていない．理論上でも，
実務上の問題に対応して変化が起きている．た
とえば，鳥居（2014）では，事業部長の権限（責
任）拡大に伴い，事業部長の統制可能性の範囲
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が広がってきていることを考え，事業部長の業
績測定と事業部活動自体の業績測定を区別しな
い事業部業績報告書が試案として示されている

（鳥居，2014，310─311 頁）．この試案では，事
業部固定費を管理可能費と管理不能費とに分解
していない．Marple は 60 年近く前から，この
ような現状を予測していたかのようである．
　また，Marple は，当初こそ固定費調整によ
る直接原価計算と全部原価計算の併用を考えて
いたが，その後は一貫して直接原価計算を内部
報告にも外部報告にも用いることを主張してい
る．いわば，直接原価計算による「財管一致の
会計システム」を構想していたのである．近
年，財管一致の会計システムについての注目が
集まっているが，ここでもMarple は 60 年近
く前からこの状況を予見していたかのようであ
る．Marple の一連の所説は，60 年近くが経っ
た現代でも，その意義が色褪せるものではない
のである．
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注

1）たとえば，山邊（1961），青山（1969），飯塚（1984a; 
1984b）などがある．

2）筆者は，Marple の説を「未来原価節約説」，
Horngren=Sorter の説を「未来原価回避説」
というように，呼称を使い分けている．それは，
Marple（1956）では save という言葉が使われ
て お り，Horngren=Sorter で は avoidance と
いう言葉が使われているからである．

3） これは後のHorngren=Sorter（1961） の
直接原価計算支持論 に 受 け 継 が れ た．
Fess=Ferrara との間で熾烈な論争を生むこと
になる。この論争の詳細については，高橋（2008）
を参照されたい．

4）この論文集の章立ては，Ⅰ　パイオニアたち，
Ⅱ　ケース，Ⅲ　批判論，Ⅳ　初のリサーチレ
ポート，Ⅴ　産業別ケーススタディ，Ⅵ　直接
原価計算への転換，Ⅶ　直接原価計算での価格
設定，Ⅷ　外部報告，Ⅸ　貢献利益報告書，で
ある．章立てを見ても，この論文集が果たした
であろう啓蒙的役割は大きいものと推察され
る．

5）Harris と Kohl の論文の詳細は高橋（2008）

を，Harrison の小冊子の詳細については高橋
（1994）を参照されたい．

6）この詳細については，高橋（2016）を参照さ
れたい．

7）Robinson（1990）は，1989 年にAAAの年次
大会で行われたパネルディスカッションの記録
である。これは，「貢献利益法」に関するディス
カッションであり，パネラーおよびコメンテー
タ ー は，Kaplan，Shank，Horngren，Böer，
Ferrara という非常に豪華なものであった．こ
の中で，Böer はMarple（1967）の表（本文中
の表 7）を引用し，Kaplan によって提示された
貢献利益を計算するABCの原価階層の考え方
は，すでにMarple によって唱えられたもので
あると指摘している．

8）その留意事項とは，次の 4つである（岡本，
2000，45─46 頁）．

①ある費目がその本来の性質上管理可能とか不能
とかいった性質を持つわけではなく，特定の責
任センターの管理者にとって管理可能か不能か
が問題になる．

②ある費目が管理可能か不能かは，業績測定機関
の長短によって異なる．

③管理可能性は程度の問題であって，一人の管理
者が完全に影響を及ぼすことのできる費目は少
ない．

④管理可能費は個別費の中に多く見られる．

［たかはし　まさる　横浜国立大学大学院国際社
会科学研究院教授］
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